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· 提出前に上記チェック欄にて書類の不備が無いかを点検してください。
· この用紙は提出いただく必要はありません。
· 不備書類が有る場合は、電子申請システムにて補正指示させていただきます。補正指示状態では、登録されていませんので、不備書類を差し替えの上、全提出書類の再提出をお願いします。
　　　　
（登録部門）建設工事　　測量・建設コンサルタント等　　物品･役務提供等　　　　　
※登録部門を○で囲んでください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

競争入札参加資格審査申請書
使用印鑑届出書
委任状
　　猪名川町長　岡本　信司　様

　令和７年度・令和８年度において、猪名川町で行われる（建設工事　　測量・建設コンサルタント等　　物品･役務提供等）業務に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

また、入札・見積り等に参加し、契約の締結並びに代金の請求及び受領については、下記の印鑑を使用し、下記の受任者に委任いたしたく届け出します。

　　　　年　　　　月　　　　日

申請者

住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
記
使用印
	



受任者（支店等に権限を委任しない場合は記入不要）

住所
商号又は名称
受任者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


監理・主任技術者名簿
申 請 者　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
	主監区分
	有資格者証交付番号
	氏　　　名
	生年月日
	保有する国家資格

	
	
	
	年号
	年
	月
	日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　押印の必要はありません。
注２　申請者の従業員のうち、猪名川町発注業務に従事することが可能な技術者を記載してください。
注３　必要に応じて行を増やしていただいて構いません。１ページに収まらないときは様式をコピーして使用してください。
注４　概ね同様の内容が記載されている場合、他様式（Ａ４縦向き）での提出も可能です。　　


技術者経歴書
申請者　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	氏名
	法令による免許等
	実務経験年数

	
	名称
	取得年月日
	

	
	　　　　　
	
	　　年　　月

	実務経歴等
	


	氏名
	法令による免許等
	実務経験年数

	
	名称
	取得年月日
	

	
	　　　　　
	
	　　年　　月

	実務経歴等
	


	氏名
	法令による免許等
	実務経験年数

	
	名称
	取得年月日
	

	
	　　　　　
	
	　　年　　月

	実務経歴等
	


	氏名
	法令による免許等
	実務経験年数

	
	名称
	取得年月日
	

	
	　　　　　
	
	　　年　　月

	実務経歴等
	


	氏名
	法令による免許等
	実務経験年数

	
	名称
	取得年月日
	

	
	　　　　　
	
	　　年　　月

	実務経歴等
	


注１　この名簿に記載する技術者は、申請者の従業員のうち、猪名川町発注業務に従事することが可能な技術者を記載してください。

注２　５名以上の技術者を記載するときは、この様式をコピーのうえ記載してください。

注３　概ね同様の内容が記載されている場合、他様式（Ａ４縦向き）での提出も可能です。

注４　押印の必要はございません。

業務経歴書
申請者　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	発　注　者
	案件名（工事名・業務名・品名等）
	契約金額（円）

	
	
	

	内容
	


	発　注　者
	案件名（工事名・業務名・品名等）
	契約金額（円）

	
	
	

	内容
	


	発　注　者
	案件名（工事名・業務名・品名等）
	契約金額（円）

	
	
	

	内容
	


直近２年間の受注件数　　　　　　　　　　　　
※１　直前２年間の官公庁への主な実績（３件）及び取引総数について記入してください。
※２　全て元請に限ります。
※３　単価契約の場合は、〇円／〇と記入すること
※３　概ね同様の内容が記載されている場合、任意様式（Ａ４縦向き）での提出も可能です。

※４　押印の必要はありません。
※５　実績が無い場合も、「実績なし」と記入して提出してください。




納税証明書　　　（様式Ａ）

納税者住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

納税者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	町税及び国民健康保険税の納期到来分について、未納の税額はありません。

―　以　下　余　白　―


上記のとおり相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　猪名川町長　岡本　信司
· 猪名川町内に本社・支社又は営業所等が無い場合かつ代表者が猪名川町内に居住されていない場合は不要です。
· 代表者が猪名川町内に居住されている場合は、代表者個人の証明書が必要です。
· １部作成し窓口に備え付けの税務証明書交付申請書とともに税務課（町役場１階）へ提出し、証明書の交付を受けてください。
· 未納の町税等がある場合は、徴収猶予許可通知書の写しでも可とします。
· 法人税又は所得税（個人）及び消費税の納税証明書が別途必要です。

営業所一覧表
申請者　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	営業所名称
	所在地
	電話番号（下段にＦＡＸ）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注１　上記記載事項が含まれていればＡ４縦向きの場合のみ任意の様式でも可とします
注２　押印の必要はございません

注３　営業所が本社のみの場合でも、「営業所なし」と記載し、提出してください。

様式第１号（第３条関係）

誓　約　書

私は、猪名川町暴力団排除に関する条例（平成２４年条例第７号。以下「条例」という。）に基づき、猪名川町が契約に係る事務その他すべての事務又は事業から暴力団を利することのないような措置を講じていることを認識したうえで、下記事項について誓約します。

なお、これらの事項に反する場合、猪名川町長、猪名川町教育委員会（以下「町長等」という。）及び猪名川町が指定した指定管理者（以下「指定管理者」という。）が行う一切の措置について異議申し立てを行いません。

記

１　次の者は猪名川町暴力団排除に関する条例施行規則第２条第２号で規定する暴力団等（以下「暴力団等」という。）ではありません。

　　ア　法人又は団体である場合　代表者及び全ての役員

　　イ　個人である場合　本人

２　私は、町長等との契約に係る事務その他すべての事務又は事業若しくは指定管理者の協定（以下「町長等との契約等」という。）を履行する際、暴力団等に該当する者を下請負人（一次及び二次下請負人以降すべての下請負人を含む。以下同じ。）又は原材料の購入契約その他契約等の履行に関連する契約の相手方（以下「下請負人等」という。）としません。また、下請負人等が下請負契約を締結する際には、暴力団等と下請負契約をしないよう指導するとともに、下請負人等が暴力団等に該当することが明らかになった場合は、当方の責任で速やかに当該下請負人等の契約を解除し、又は契約の解除を指導します。

３　私は、町長等との契約等において暴力団等から不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為を受けたときは、町長等に報告するとともに、警察に届け出て捜査上必要な協力を行います。また、下請負人等に対しても同様に当該内容について指導を行います。

４　町長等又は指定管理者が必要と認めた場合、私（法人及び団体にあっては全ての役員）が暴力団等に該当するか確認するため、この誓約書に記載された内容及び役員等の名簿の写しを兵庫県川西警察署長に提供し、意見照会することに同意します。

　　　　　年　　月　　日

　　猪名川町長　様

　（猪名川町教育委員会　様）

（猪名川町指定管理者　様）

住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人又は団体名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　【生年月日：㍾　㍽　㍼　㍻　　　年　　月　　日生】

法人又は団体の場合は、裏面の役員等名簿も記入してください。

押印の必要はありません。

役員等名簿

記載方法

①法人又は団体における全ての役員等について記載してください。

②生年月日の記載について、元号に○をつけてください。

③役員名簿など同一の内容であれば任意の書式での提出も可とします。（Ａ４縦向き）
	役職
	氏名
	カナ氏名
	生年月日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日

	
	
	
	㍾　　㍽　　㍼　　㍻

年　　月　　日


　　　　年　　月　　日
猪名川町長　様
　　　　　　　　　　〒　　　－　　　　
　　　　（所在地）
申請者　（商号又は名称）
　　　　（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
適用除外誓約書
以下の理由により、当社は、（健康保険法第48条・厚生年金保険法第27条・雇用保険法第7条）に規定する届出の義務を有する者には該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
以上のことについて、誓約します。
（健康保険・厚生年金保険）
□従業員5人未満の個人事業所であるため。
□従業員5人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所であるため。
□その他の理由

　(例)平成○○年○月○日、関係機関（○○年金事務所○○課）に問い合わせを行い判断しました。
（雇用保険）
□役員のみの法人であるため。
□使用する労働者の全てが65歳に達した日以後において新たに雇用した者であるため。
□その他の理由
　(例)令和○○年○月○日、関係機関（ハローワーク○○　○○課）に問い合わせを行い判断しました。
別紙１





別紙２





※実際に入札・見積・契約・請求に使用する印鑑を押印してください。
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